
　　

注 ※1 実質赤字比率及び連結実質赤字比率が黒字の場合は、－(ﾊｲﾌﾝ)とした。
※2 連結実質赤字比率の計算過程で、連結実質赤字額(A)、連結実質赤字比率の△(ﾏｲﾅｽ)表示は、黒字額及び黒字比率である。

分母（標準財政規模－交付税算入額） (21)－(20) (B) 13,071,850 13,396,799 
標 準 財 政 規 模 (B) 16,678,558  

分子（将来負担額－歳入） (9)－(13) (A) 5,681,450 4,623,260 

連結実質赤字額 (1)～(10) (△は黒字) (A) △3,823,817  

Ｂ 連 結 実 質 赤 字 比 率 ※2 (A)／(B)×100 △22.92 ％ Ｄ 将 来 負 担 比 率 (A)／(B)×100 43.4 ％ 34.5 ％

(20) 3,354,578 3,281,759 
標 準 財 政 規 模 (21) 16,426,428 16,678,558 

計 (14)～(19)

公 債 費 (18) 1,728 1,440 
準公債費 (19) 7,929 7,936 

公 債 費 (14) 2,746,882 

75,421 
準公債費 (17) 437,967 420,762 
公 債 費 (16) 89,178 

2,703,865 国民健康保険診療所 113,701
準公債費 (15) 70,894 72,335 

水 道 事 業 会 計 (8) 636,513  － ％ 

下 水 道 事 業 会 計 (10) 100,437  － ％ 
事業費補正により基準財政需要額に算入さ
れた公債費

簡 易 水 道 事 業 会 計 (9) 46,473  － ％ 交
付
税
算
入
額

災害復旧費等により基準財政需要額に算入
された公債費

密度補正により基準財政需要額に算入され
た公債費

30,471,325 28,268,264 下水道事業 7,161,350
計 (10)～(12) (13) 40,645,743 38,560,833 簡易水道事業

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 (12)
1,777,576

(10) 8,476,151 8,629,452 
(3)の内訳 金額

特定歳入見込額 (11) 1,698,267 1,663,117 資
金
剰
余

(

不
足

)

額

法
適
用
企
業

ガ ス 事 業 会 計 (7) 1,106,918  － ％ 
歳
入

年度末の充当可能基金残高
計 (1)～(8) (9) 46,327,193 43,184,093 

そ
の
他
特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 (3) 145,959  

0 
設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額 (6) 0 

0 
一部事務組合等の連結実質赤字額相当のうち当該団体の一般
会計等の負担見込額 (8) 0 0 

0 
4,145,121 4,225,623 

32,711,153 29,905,843 
(2)の内訳

0 0 

9,470,919 9,052,627 

将
来
負
担
額

年度末の一般会計等の地方債現在高 (1)

(4)

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 (5) 3,137  

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計
等負担見込額 (3)

国 民 健 康 保 険 診 療 所 特 別 会 計 (4) 2,033  
一部事務組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の一般
会計等の負担見込額

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 (6) 149,855  
連結実質赤字額 (7)

退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額 (5)

(2) 4,857  区　　分 令和６年度 令和７年度 左の内訳

実
　
質
　
収
　
支

一
般
会
計
等

一 般 会 計 (1) 1,627,635  将　来　負　担　比　率

有 線 テ レ ビ 事 業 特 別 会 計

金額
債務負担行為に基づく支出予定額 (2) 0 0 

区　　分 金　額 (単位：％) Ｃ 実 質 公 債 費 比 率 Σ(A)／Σ(B)×100 12.7 ％　

連　結　実　質　赤　字　比　率 資金不足比率
13,071,850 13,396,799

単 年 度 実 質 公 債 費 比 率 (A)／(B)×100 (C) 13.7 12.6 11.8
分母（標準財政規模－交付税算入額） (16)－(15) (B) 12,706,815

標 準 財 政 規 模 (D) 16,678,558 　 

分子（公債費＋準公債費－交付税算入額） (4)＋(8)－(15) (A) 1,743,194 1,654,580 1,586,095
Ａ 実 質 赤 字 比 率 ((A)＋(B)＋(C))／(D) － ％ 　

標 準 財 政 規 模 (16) 16,194,847 16,426,428 16,678,558

7,929 7,936
計 (9)～(14) (15) 3,488,032 3,354,578 3,281,759

準公債費 (14) 8,092

支 払 繰 延 額 (C) 0 　 
準公債費 (12) 472,268 437,967 420,762
公 債 費 (11) 99,119 89,178 75,421

密度補正により基準財政需要額に算入され
た公債費

公 債 費 (13) 1,754 1,728 1,440

事 業 繰 越 額 (B) 0 　 
準公債費 (10) 69,879 70,894 72,335

事業費補正により基準財政需要額に算入さ
れた公債費

(7) 0 0

繰 上 充 用 額 (A) 0 　 
計 (5)～(7) (8) 968,666 936,723

交
付
税
算
入
額

災害復旧費等により基準財政需要額に算入
された公債費

公 債 費 (9) 2,836,920 2,746,882 2,703,865 (7)の内訳
(令和７年度分)

金額

63,126

実　質　赤　字　比　率　(一般会計等)
一部事務組合等が起こした地方債の償還に充てたと認められ
る補助金又は負担金

(6) 0 0 0

準
公
債
費

一般会計等以外の会計が起こした地方債の償還に充てたと認
められる繰出金

(5) 968,666 936,723 876,262

0
876,262

区　　分 金　　額
債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

(4) 4,262,560 4,072,435 3,991,592 簡易水道事業 115,916
697,220

※1 将 来 負 担 比 率 (％) 34.5 43.4 350.0
公債費充当一般財源等額 (1)＋(2)－(3)

特定歳入の額 (3) 247,529 290,335 336,223 下水道事業

比
率
の
状
況

国民健康保険診療所

(％) － － 
区　　分 令和５年度

金額
実 質 公 債 費 比 率 (％) 12.7 13.0 25.0 35.0

利子（一時借入金の利子を含む） (2) 119,428
元金（繰上償還額及び借換額を除く） (1) 4,390,661 4,249,137 4,201,996 (5)の内訳

(令和７年度分)113,633 125,819

令和７年度決算に基づく財政健全化判断比率　算定資料
（単位：千円）

区　　分 令和７年度 令和６年度

早
期
健
全
化
基
準

12.67

令和６年度 令和７年度 左の内訳
連 結 実 質 赤 字 比 率 (％) － － 17.67 30.00

公
債
費

財
政
再
生
基
準

20.00
実　質　公　債　費　比　率

実 質 赤 字 比 率
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